
公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会〔略称：ちんたい協会〕

会長 宮野 純

2025年3月26日 第62回住宅宅地分科会

ストック社会において蓄積する
住宅･住環境の性能･要件について

2025年3月26日 第62回住宅宅地分科会

ストック社会において蓄積する
住宅･住環境の性能･要件について

資料５



【発表テーマ】

 １．高齢者の受入れと賃貸住宅の役割

（居住サポート住宅への期待）

 ２．高経年賃貸住宅の更新対策

（分譲マンションと1棟所有の賃貸住宅 比較）
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高齢者の受入れと賃貸住宅の役割（居住サポート住宅への期待）
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国土交通省・第58回住宅宅地分科会（令和６年)資料
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高齢者の受入れと賃貸住宅の役割（居住サポート住宅への期待）

賃貸借契約
【入居に必要】

・住民票
・印鑑証明書
・身分証明書
・収入証明書
・連帯保証人

火災保険
・入居者の家財
・家主への賠償

賃貸借契約

保証委託契約
【入居に必要】

・緊急連絡先
（親族等個人）

火災保険
・入居者の家財
・家主への賠償

・孤独死（特殊清掃・
遺品整理）

保証委託契約
【入居に必要】

・緊急連絡先
（個人限定×）

火災保険
・入居者の家財
・家主への賠償

・孤独死（特殊清掃・
遺品整理）

居住サポート(契約)
・安否確認・見守り
・福祉へのつなぎ
死後事務委任契約
・解約・残置物処分

保証会社

保証会社

居住支援法人等

・時代の流れとともに、契約のスタンダードは変わっていくことが自然
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～2000年 近年 居住サポート住宅

賃貸借契約



【提言】

居住サポート住宅の数を確保し、持続的に運用するためには、家主が「これだっ

たら安心！」と思えるよう、特にソフト面に適切な補助を

①居住支援法人
・持続的に取組めるよう事業費の補助（見守り・福祉へのつなぎ・死後事務）

②居住サポート住宅の制度自体
・家賃低廉化補助の実施（３つのサポートで家賃上昇）

・部屋の広さは生活保護単身者の住宅扶助を参考に15㎡以上

③死後事務委任
・受任者が報酬を受け取れる環境の確保（特に生活保護受給者）

・既存入居者も後から契約しやすいよう環境整備

④認定家賃債務保証会社
・住宅金融支援機構（JHF）の再保険9割→10割

・再保険の対象は滞納家賃だけでなく、訴訟費用や原状回復費用なども対象
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高齢者の受入れと賃貸住宅の役割（居住サポート住宅への期待）

①居住支援法人
・持続的に取組めるよう事業費の補助（見守り・福祉へのつなぎ・死後事務）

出典：国土交通省資料(令和５年)
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高齢者の受入れと賃貸住宅の役割（居住サポート住宅への期待）

「等」には家賃低
廉化・居住支援
法人への補助

②居住サポート住宅の制度自体
・家賃低廉化補助の実施（３つのサポートで家賃上昇）
・部屋の広さは生活保護単身者の住宅扶助を基準に15㎡以上

出典：国土交通省資料(令和６年)



高齢者の受入れと賃貸住宅の役割（居住サポート住宅への期待）

・報酬の受取
・現入居者との契約

③死後事務委任
・受任者が報酬を受け取れる環境の確保（特に生活保護受給者）
・既存入居者も後から契約しやすいよう環境整備
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生活保護世帯の
51%が単身高齢者

出典：厚生労働省被保護者調査
（令和６年12月分概数）

出典：国土交通省資料(令和７年)
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高齢者の受入れと賃貸住宅の役割（居住サポート住宅への期待）

④認定家賃債務保証会社
・住宅金融支援機構（JHF）の再保険9割→10割
・再保険の対象は滞納家賃だけでなく、訴訟費用や原状回復費用なども対象

・滞納家賃以外の
保証メニュー
・再保険9割→10割

出典：国土交通省資料(令和７年)
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・区分所有法などマンション関連法の改正案が
3月4日に閣議決定。
管理、取り壊し、売却、リノベーション等に合意
形成が図りやすいようテコ入れ

【明文化】
・建替え決議の合意を得た場合、賃貸にしていた
部屋は賃貸借契約を６ヶ月で終了することがで
きる。立退の金銭補償は必要

高経年賃貸住宅の更新対策（分譲マンションと1棟所有の賃貸住宅 比較）

国土交通省・マンションの管理・再生の円滑化等のための改正法案(令和７年) 概要資料



【提言】

賃貸住宅の取り壊し、再建築を円滑に進めるための柔軟な運用や制度の導入

（入居者の移転支援含む）

例：定期借家契約への柔軟な切替え

→耐震性の不足かつ、一定の年数が経過した普通賃貸借契約は、定期借家

 契約に変更が可能
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高経年賃貸住宅の更新対策（分譲マンションと1棟所有の賃貸住宅 比較）
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【賃貸住宅の建替え・取り壊し】
・促進する政策が乏しい
・借地借家法の強力な借主保護があるがデリケートな課題。入居者の移転含む支援
・賃貸契約の柔軟化（定期借家契約の活用促進→一定の条件のもと、普通賃貸借契約は定期借家契
約に柔軟に変更）

高経年賃貸住宅の更新対策（分譲マンションと1棟所有の賃貸住宅 比較）

国土交通省・第58回
住宅宅地分科会
（令和６年)資料
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【賃貸住宅の維持管理・計画修繕】
・業界団体が、賃貸住宅の大規模修繕の資金
確保策として共済を組成。国交大臣認可を
取得し展開

・分譲マンションを賃貸活用している家主は、
修繕積立金を経費算入することができるが、
賃貸住宅はこれまでなかった。
この共済は、保険の要領で掛金を経費算入が
可能

出典：賃貸住宅の計画的な維持管理及び性能向上の推進について ～計画修繕
を含む投資判断の重要性～（平成31年) 国土交通省

高経年賃貸住宅の更新対策（分譲マンションと1棟所有の賃貸住宅 比較）
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